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相殺関税に関する手続等についてのガイドライン 

 

令和５年４月 

 

財 務 省 

厚生労働省 

農林水産省 

経済産業省 

国土交通省 

 

１．ガイドラインの性格 

相殺関税に関する制度の運用については、国内関係法令、関税及び貿易に関する一般協定及び補

助金・相殺措置協定に定められているところによるが、このガイドラインは、これらを補完し、制

度の円滑な運営に資するために制定するものである。なお、本ガイドラインの適用に当たっては、 

個々の事案ごとに柔軟かつ弾力的な対応を妨げないものとする。また、各協定の適用に当たっては、

国際的に確立された各協定の解釈を考慮する。 

 

２．定義 

このガイドラインにおいて、「法」、「政令」又は「補助金・相殺措置協定」とは、それぞれ「関

税定率法（明治４３年法律第５４号）」、「相殺関税に関する政令（平成６年政令第４１５号）」又は

「補助金及び相殺措置に関する協定」をいう。 

 

３．本邦の産業 

（１）相当の割合（政令第２条第１項） 

政令第２条第１項に規定する相当の割合は、概ね５０％とする。 

（２）本邦の生産者から除外される生産者（政令第２条第１項、第２項） 

政令第２条第２項の規定により同条第１項の本邦の生産者には含まないものとされる生産者

の当該輸入貨物と同種の貨物の生産高は、当該貨物の本邦における総生産高の計算に当たって

は、これを含める。 

（３）支配関係（政令第２条第２項ただし書） 

政令第２条第２項ただし書各号に規定する支配とは、我が国の会計原則に基づく次のいずれ

かに該当する場合をいう。 

一 他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有している場合 

二 他の会社等の議決権の４０％以上、５０％以下を自己の計算において所有している場合で

あって、かつ、次に掲げるいずれかの要件に該当する場合 

① 自己の計算において所有している議決権と自己と出資、人事、資金、技術、取引等にお

いて緊密な関係があることにより自己の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められ

る者及び自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している者が所有してい
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る議決権とを合わせて、他の会社等の議決権の過半数を占めていること。 

② 役員若しくは使用人である者、又はこれらであった者で自己が他の会社等の財務及び営

業又は事業の方針の決定に関して影響を与えることができる者が、当該他の会社等の取締

役会その他これに準ずる機関の構成員の過半数を占めていること。 

③ 他の会社等の重要な財務及び営業又は事業の方針の決定を支配する契約等が存在するこ

と。 

④ 他の会社等の資金調達額の総額の過半について融資を行っていること。 

⑤ その他他の会社等の意思決定機関を支配していることが推測される事実が存在すること。 

三 自己の計算において所有している議決権と自己と出資、人事、資金、技術、取引等におい

て緊密な関係があることにより自己の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められる者

及び自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している者が所有している議決

権とを合わせた場合（自己の計算において議決権を所有していない場合を含む。）に他の会

社等の議決権の過半数を占めている場合であって、かつ、３（３）二の②から⑤までのいず

れかの要件に該当する場合 

（４）当該輸入貨物の供給者又は輸入者と関係を有する生産者又は自ら輸入を行った生産者の例外

（政令第２条第２項ただし書） 

一 政令第２条第２項ただし書に規定する他の生産者の行動と異なる行動をとらせるものでな

いか否かの判断に当たっては、次に掲げる事項を考慮して行う。 

① 取引量、用途その他の当該貨物に係る支配関係にある者との取引の実態 

② 法第７条第５項、第１８項又は第２３項の規定による課税の求め等に対する支持の状況 

③ その他直接又は間接の支配関係が他の生産者の行動と異なる行動をとらせるものでない

と認められる特別の事情 

二 政令第２条第２項ただし書に規定する主たる事業が当該輸入貨物と同種の貨物の本邦にお

ける生産であるか否かの判断に当たっては、次に掲げる事項を考慮して行う。 

① 輸入先、輸入量、輸入の目的その他の当該貨物に係る輸入の実態 

② 法第７条第５項、第１８項又は第２３項の規定による課税の求め等に対する支持の状況 

③ その他主たる事業が当該輸入貨物と同種の貨物の本邦における生産であると認められる

特別の事情 

 

４．課税の求め等 

（１）証拠の提出先等（政令第２条第２項ただし書、第４条第１項から第７項まで、第９項後段、

第７条第１項、第２項、第８条第２項、第９条第１項、第２項、第１０条第１項、第２項、第

１１条第１項） 

政令第２条第２項ただし書に規定する証拠、政令第４条第１項から第７項まで若しくは第９

項後段に規定する書面若しくは証拠、政令第７条第１項若しくは第２項に規定する証拠、証言

若しくは書面、政令第８条第２項に規定する書面、政令第９条第１項若しくは第２項に規定す

る意見の表明、政令第１０条第１項若しくは第２項に規定する情報又は政令第１１条第１項に

規定する書面の提出先又は申出先は、財務省関税局関税課特殊関税調査室とし、名宛人は、財
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務大臣とする。提出に際して電磁的記録媒体を提出する場合には、書面による提出部数は最低

１部とし、当該媒体を提出しない場合には、書面による提出部数は最低４部とする。 

（２）十分な証拠（法第７条第５項） 

法第７条第５項に規定する十分な証拠とは、合理的に入手可能な情報に基づく証拠とする。

ただし、関連する証拠によって裏付けられない単なる主張は、当該十分な証拠であるとみなさ

れない。 

（３）団体による課税の求め等（法第７条第５項、第１８項、第２３項、政令第３条第１項第１

号） 

法第７条第５項、第１８項又は第２３項の規定に基づき、団体による課税の求め等がなされ

た場合、当該団体が実在すること及び当該課税の求め等が団体として合意されたものであるこ

とについて確認する。 

（４）課税の求め等の記載事項・記載要領例、証拠の提出様式例及び秘密証拠等の要約の作成例

（政令第４条第１項から第６項まで、第７条第１項、第５項） 

一 相殺関税を課すること等を求める場合には、別添１の課税の求め等の記載事項・記載要領

例に従い、必要事項を記載した書面を提出することとし、その際に添付する証拠の提出様式

例は別添２とする。また、秘密証拠等の要約を作成する場合の作成例は別添３とする。なお、

提出する書面及びその際に添付する証拠のうち補助金額に係る事項については、６．に従う

こととする。 

二 政令第７条第１項に規定する証拠の提出様式例は別添４とする。なお、財務大臣は、必要

事項を記載した別添４中の別紙１（「証拠により証明しようとする事実を記載した書面」）が

添付されていない場合には、同項に規定する証拠により証明しようとする事実を記載した書

面の提出がされていないものとみなし、当該証拠を受理しないことができる。また、秘密証

拠等の要約を作成する場合の作成例は別添３とする。なお、提出する証拠のうち補助金額に

係る事項については、６．に従うこととする。 

（５）相談窓口（法第７条第５項、第１３項、第１８項、第２３項） 

相殺関税を課すること等の求めに関しての相談の担当部局は、以下の部局とする。 

・財務省関税局関税課特殊関税調査室 

〒１００−８９４０ 東京都千代田区霞が関３−１−１ 

電話番号：０３−３５８１−８２３６ 

電子メールアドレス：anti.dumping@mof.go.jp 

・経済産業省貿易経済協力局貿易管理部特殊関税等調査室 

〒１００−８９０１ 東京都千代田区霞が関１−３−１ 

電話番号：０３−３５０１−３４６２ 

電子メールアドレス：bzl-qqfcbk@meti.go.jp 

 

５．調査の開始等 

（１）調査開始決定までの期間（法第７条第６項、第１４項、第１９項、第２４項、第２８項） 

法第７条第６項、第１４項、第１９項（同条第２８項において準用する場合を含む。）又は
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第２４項の調査（５（２）、（５）及び（６）、１０．並びに１１（１）一を除き以下単に「調

査」という。）を開始するか否かの決定は、政令第４条第１項から第５項までの規定による書

面が提出された後、２ヶ月程度を目途に行う。なお、当該書面が提出された場合には、必要に

応じ、補正（証拠の追加を含む。）を求めることがある。この場合には、全ての補正が完了し

た日から２ヶ月程度を目途に調査を開始するか否かの決定を行う。 

（２）調査開始の検討（法第７条第６項、第１９項、第２４項、政令第４条第１項第５号、第７号、

第３項第７号、第４項第７号、補助金・相殺措置協定１１．４） 

一 法第７条第１項に規定する本邦の産業を所管する大臣（５（２）二において「産業所管大

臣」という。）は、関係生産者等又は関係労働組合に対し、法第７条第５項、第１８項又は 

第２３項の規定による課税の求め等に対する支持の状況の確認をすることができる。ただし、

政令第４条第１項第７号、第３項第７号又は第４項第７号に規定する関係生産者等又は関係

労働組合の支持の状況により次のいずれかに該当することが示されないときは、当該確認を

しなければならない。 

① 当該課税の求め等を支持している関係生産者等（当該輸入貨物と同種の貨物の本邦の生

産者を直接又は間接の構成員とする団体の場合にあっては、その直接又は間接の構成員で

ある当該生産者をいう。５（２）三①において同じ。）の当該輸入貨物と同種の貨物の本

邦における生産高の合計が当該貨物の本邦における総生産高（政令第３条第２項の規定に

より本邦の生産者には含まないとされる生産者の当該貨物の本邦における生産高を除

く。）の二分の一を超えること 

② 当該課税の求め等を支持している当該貨物の本邦における生産に従事する者の合計が当

該生産に従事する者の総数の二分の一を超えること 

二 産業所管大臣は、５（２）一に規定する確認をした場合には、当該確認の結果を財務大臣

及び経済産業大臣に書面により通知しなければならない。 

三 政令第４条第１項第７号、第３項第７号又は第４項第７号に規定する関係生産者等又は関

係労働組合の支持の状況（５（２）一に規定する確認をした場合には、当該確認の結果）に

より、次のいずれかに該当することが示されない限り、法第７条第６項、第１９項又は第２

４項に規定する必要があると認めるときには該当しないものとする。 

① 法第７条第５項、第１８項又は第２３項の規定による課税の求め等を支持している関係

生産者等の当該輸入貨物と同種の貨物の本邦における生産高の合計が当該課税の求め等に

反対することを明らかにしている関係生産者等の当該貨物の本邦における生産高の合計を

超えること 

② 当該課税の求め等を支持している当該貨物の本邦における生産に従事する者の合計が当

該課税の求め等に反対することを明らかにしている当該生産に従事する者の合計を超える

こと 

四 法第７条第５項の規定により相殺関税を課することの求めがなされた場合において、同条

第６項に規定する調査を開始するか否かの検討に際しては、当該求めにおいて提出された証

拠等について、特に以下の項目につき確認を行う。 

① 補助金の交付を受けた貨物の輸入の事実 
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イ 補助金・相殺措置協定１．１（ａ）に規定するいずれかの措置により行われたかが示

されていること。 

ロ ５（２）四①イに示された措置により、利益がもたらされていることが示されている

こと。 

ハ ５（２）四①イに示された措置に、補助金・相殺措置協定２に規定する特定性がある

ことが示されていること。 

② 補助金の交付を受けた貨物の輸入の本邦の産業に与える実質的な損害等の事実 

イ 補助金の交付を受けた貨物の輸入の絶対的な増加又は本邦における生産又は消費と比

較して相対的な増加が示されていること。なお、補助金の交付を受けた貨物の供給国が

複数存在する場合には、当該増加が当該供給国別に示されていること。 

ロ 補助金の交付を受けた貨物の輸入により、本邦における補助金の交付を受けた貨物と

同種の貨物の価格が押し下げられていること又は補助金の交付を受けた貨物の輸入がな

かったとしたならば生じたであろう当該価格の上昇が妨げられていることが示されてい

ること。 

ハ 補助金の交付を受けた貨物の輸入が本邦の産業に及ぼした影響（少なくとも申請者に

ついての販売、利潤、生産高、市場占拠率、生産性、投資収益率若しくは操業度の低下

又は資金流出入、在庫、雇用、賃金、成長、資本調達能力若しくは投資への悪影響を含

む。）が合理的に入手可能な情報により示されていること。 

ニ ５（２）四②イ、ロ及びハで申請者が示した事実等に基づき、本邦の産業に与える実

質的な損害等が説明されていること。 

ホ 補助金の交付を受けた貨物の輸入と本邦の産業に与える実質的な損害等との間に因果

関係が確認できること。 

五 ５（２）四の検討の範囲は、原則として相殺関税を課することを求める書面に記載されて

いる事項に限る。ただし、当該書面の提出後に５（１）の補正が行われた場合には、補正さ

れた書面に基づき調査を開始するか否かを判断する。 

（３）関税・外国為替等審議会（政令第５条第１項、第１３条第２項、第３項） 

財務大臣は、調査を開始することが決定されたときは、関税・外国為替等審議会関税分科会

特殊関税部会の委員に通知するとともに、適当な時期に調査開始に至った事情を同部会に説明

する。 

財務大臣は、政令第１３条第２項又は第３項の規定により通知及び告示をする場合は、その

内容を関税・外国為替等審議会関税分科会特殊関税部会に報告する。 

（４）調査担当者団（政令第１４条） 

財務大臣は、調査を開始することが決定されたときは、法第７条第１項に規定する本邦の産

業を所管する大臣及び経済産業大臣と協議の上、財務省、当該本邦の産業を所管する省及び経

済産業省の関係職員からなる調査担当者団を設ける。 

（５）調査の標準期間（法第７条第６項、政令第５条第１項第７号、第７条第１項、第９条第１項、

第１０条第１項、第１０条の２、第１２条、第１３条第１項、第２項） 

一 法第７条第６項に規定する調査の開始に当たり、政令第５条第１項第７号に基づき告示す
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る証拠の提出等の期限については、原則として、以下を目途に設定する。なお、政令第７条

第２項に基づき求める証拠の提出の期限（質問状の回答期限）については、７（１）のとお

りである。 

① 政令第７条第１項前段の規定による証拠の提出及び証言の期限 

調査開始から３ヶ月 

② 政令第９条第１項の規定による意見の表明及び政令第１０条第１項の規定による情報の

提供の期限 

調査開始から４ヶ月 

二 法第７条第６項に規定する調査に関する手続については、原則として、以下を目途に行う。 

① 現地調査 

調査開始から６ヶ月後 

② 仮の決定 

調査開始から８ヶ月後 

③ 重要事実の開示（政令第１２条の規定による通知をいう。以下同じ。） 

調査開始から１０ヶ月後 

④ 最終決定 

調査開始から１年後 

三 法第７条第６項に規定する調査の開始後において、当該調査に係る貨物の供給者等、政令第

５条第１項の規定により告示した事項を変更することが適当であると認められる場合には、 

原則として当該告示の改正により対応することとする。その際、利害関係者（政令第７条第

１項に規定する利害関係者をいう。以下同じ。）及び産業上の使用者等（政令第１０条第１

項に規定する当該調査に係る貨物の産業上の使用者又は当該貨物の主要な消費者の団体をい

う。以下同じ。）のうち変更された事項に関係する者に対し、調査開始の時点で利害関係者

及び産業上の使用者等に対して与えられた証拠の提出等の権利（政令第５条第１項第７号に

より告示したそれぞれの期限までに提出できる権利をいう。）と同等の権利を与える。 

四 財務大臣は、重要事実の開示の際、併せて最終決定までの目途を通知する。 

（６）調査の対象となる期間（法第７条第６項、政令第５条第１項第５号） 

法第７条第６項に規定する調査の開始に当たり、政令第５条第１項第５号に基づき告示する

調査の対象となる期間は、原則として、以下のとおりとする。 

一 補助金の交付を受けた貨物の輸入の事実 １年間 

ニ 当該輸入の本邦の産業に与える実質的な損害等の事実 ３年間 

三 ５（６）一の期間は、二に含まれるものとする。 

（７）調査の取りやめ（政令第１３条第３項） 

政令第１３条第３項に規定する調査を取りやめることの決定は、以下の場合に行われる。な

お、５（７）一においては、６．の規定に留意して算出を行う。 

一 法第７条第６項に規定する調査の過程において、当該調査に係る貨物の価格に占める補助

金額の割合が１％未満であることが明らかとなった場合 

二 法第７条第５項、第１３項、第１８項、第２３項又は第２８項において準用する第１８項
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の規定による課税の求め等に基づき調査が開始された場合において、当該課税の求め等が取

り下げられたことによって、調査の継続の必要性がないと認められる場合 

三 調査の手続の進行を正当とするための証拠が十分でないと認められる場合、その他の調査

を取りやめることが妥当であると認められる場合 

 

６．補助金額の算出 

（１）算出における原則（法第７条第１項） 

原則として、以下の事項に従って補助金額の算出を行う。 

一 換算通貨は現地通貨を用いる。 

二 調査の対象となる期間に販売されたものを対象とする。なお、販売の日とは、通常、実質

的な販売条件が定められる日であるが、販売の日を定める際には、個々の事案ごとに判断す

ることとする。 

（２）算出方法の基本的考え方（補助金・相殺措置協定１４） 

代表的な補助金額の算出方法に関する基本的な考え方は以下のとおりとし、補助金の受領者

の観点から算出を行うこととする。ただし、各補助金額の算出方法については、個別の調査に

おいて、その性質・条件等を十分に踏まえ、適切な決定を行うこととする。 

一 贈与 

① 補助金額 

贈与による補助金額は、当該輸出国政府（注）から当該企業が受領した贈与額とする。

内国税の減免税等も贈与として取り扱うこととし、その場合の補助金額は、当該企業が 

減免された税等の額とする。 

（注）「当該輸出国政府」には次のものを含む（以下同じ。）。 

イ 当該輸出国内の公的機関 

ロ 通常当該輸出国政府に属する資金的貢献を遂行すること、又は、当該輸出国政

府が通常とる措置と実質上異ならないものをとることを当該輸出国政府から委託

又は指示された民間団体 

② 補助金の受領時期 

贈与の場合には、当該企業が贈与を受領した時点で補助金が受領されたものとする。 

二 債務免除 

① 補助金額 

債務免除による補助金額は、当該輸出国政府が当該企業に対し免除した元本又は利息

のいずれか一方又は双方の額とする。 

② 補助金の受領時期 

債務免除の場合には、元本又は利息のいずれか一方又は双方が免除された時点で補助

金が受領されたものとする。 

三 出資 

① 補助金額 

イ 当該輸出国政府による出資が、当該国内の民間投資者の出資に関する通常の慣行
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（危険資本の提供に関するものを含む。）と適合しない状況（同様の出資条件では通

常の民間投資者は出資しないと考えられるなど。）で行われる場合には、利益をもた

らすものとみなす。その場合の出資による補助金額は、当該輸出国政府及び民間投資

者による同様の出資条件のもとでのそれぞれの出資額の差額とする。 

ロ 当該輸出国政府による出資と比較できる民間投資者による適当な出資が存在しない

場合、当該輸出国政府による出資額と企業が発行した株式の価値の評価額との差額等

を検討の上で妥当な補助金額を決定する。 

② 補助金の受領時期 

出資の場合には、当該企業が出資を受けた時点で補助金が受領されたものとする。 

四 貸付け 

① 補助金額 

イ 当該輸出国政府による貸付けを受けている企業が当該貸付けに対して支払う額と当

該企業が市場で実際に同等な商業的貸付けを受ける場合に当該商業的貸付けに対して

支払う額との間に差が存在する場合には、利益をもたらすものとみなす。その場合の

貸付けによる補助金額は、当該輸出国政府による貸付け及び当該商業的貸付けそれぞ

れに対して支払う額の差額とする。 

ロ 当該輸出国政府による貸付けと比較できる当該企業への商業的貸付けが存在しない

場合、比較のために適切と考えられる当該国内で行われている商業的貸付け等を検討

の上で妥当な補助金額を決定する。 

② 補助金の受領時期 

貸付けの場合には、当該企業が当該輸出国政府による貸付けを受けなかったとしたな

らば、同等の商業的貸付けに関する支払いを行わなければならなかったと推定される時

点で補助金が受領されたものとする。 

五 債務保証 

① 補助金額 

当該輸出国政府による債務保証を受けている企業が当該保証を受けている貸付けに対

して支払う額と当該企業が政府による保証なしに同等な商業的貸付けを受ける場合に当

該商業的貸付けに対して支払う額との間に差が存在する場合には、利益をもたらすもの

とみなす。その場合の債務保証による補助金額は、当該輸出国政府による保証を受けて

いる貸付け及び当該商業的貸付けそれぞれに対して支払う額の差額とする。 

② 補助金の受領時期 

債務保証の場合には、当該企業が当該輸出国政府による債務保証がなかったとしたな

らば、同等の商業的貸付けに関する支払いを行わなければならなかったと推定される時

点で補助金が受領されたものとする。 

六 物品・役務の提供又は物品の購入 

① 補助金額 

イ 当該輸出国政府による当該提供が妥当な対価よりも少ない額の対価で行われ、又は

当該購入について妥当な対価よりも多い額の対価が支払われる場合には、利益をもた



9 
 

らすものとみなす。その場合の物品・役務の提供又は物品の購入による補助金額は、

それぞれの額の差額とする。 

ロ 対価の妥当性は、当該提供又は購入が行われる当該輸出国における関係する物品又

は役務について市場の一般的状況（価格、品質、入手可能性、市場性、運送その他の

購入又は販売の条件を含む。）を考慮の上、適切に決定される。 

② 補助金の受領時期 

物品・役務の提供又は物品の購入の場合には、当該輸出国政府による当該提供又は購

入に対して当該企業又は当該輸出国政府が支払いを行った、又は支払いがなかったとき

には、支払いを行うべきであったと推定される時点で補助金が受領されたものとする。 

七 債務の出資転換 

① 補助金額 

イ 当該輸出国政府による債務の出資転換が、当該国内の民間投資者の出資又は出資転

換に関する通常の慣行と適合しない状況（同様の条件では通常の民間投資者は出資又

は出資転換しないと考えられるなど。）で行われる場合には、利益をもたらすものと

みなす。その場合の債務の出資転換による補助金額は、当該輸出国政府により出資転

換された債務の額と民間投資者による同様の条件のもとでの出資額又は出資転換額と

の差額とする。 

ロ 当該輸出国政府による債務の出資転換と比較できる民間投資者による適当な出資又

は出資転換が存在しない場合、当該輸出国政府によって出資転換された債務の額と当

該企業が発行した株式の価値の評価額との差額等を検討の上で妥当な補助金額を決定

する。 

② 補助金の受領時期 

債務の出資転換の場合には、当該企業が債務の出資転換を受けた時点で補助金が受領

されたものとする。 

八 債務の弁済期延長 

① 補助金額 

イ 当該輸出国政府による債務の弁済期延長を受けている企業が、当該弁済期延長を受

けている貸付けに対して支払う額と当該企業が市場で実際に同等な商業的貸付けを受

ける場合に当該商業的貸付けに対して支払う額との間に差が存在する場合には、利益

をもたらすものとみなす。その場合の債務の弁済期延長による補助金額は、当該輸出

国政府による弁済期延長を受けている貸付け及び当該商業的貸付けそれぞれに対して

支払う額の差額とする。 

ロ 当該輸出国政府による弁済期延長を受けている貸付けと比較できる当該企業への商

業的貸付けが存在しない場合、比較のために適切と考えられる当該国内で行われてい

る商業的貸付け等を検討の上で妥当な補助金額を決定する。 

② 補助金の受領時期 

債務の弁済期延長の場合には、当該企業が当該輸出国政府による債務の弁済期延長を

受けなかったとしたならば、同等の商業的貸付けに関する支払いを行わなければならな
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かったと推定される時点で補助金が受領されたものとする。 

（３）算出にともなう調整（補助金・相殺措置協定１４） 

補助金額の算出を行う際には、以下の調整を行う。 

一 経費の控除 

補助金の申請に要する経費、補助金を相殺するための輸出税等は、補助金額から控除され

る。 

二 補助金額の配分 

① 補助金の交付を受けた年を起算年として、複数年にわたり当該補助金による利益が継続

していると考えられる場合には、妥当な期間に当該補助金額を配分することとする。この

場合には、当該利益から生じる利息を加算する。 

② 当該配分の必要性については、各補助金の性質・条件等を検討の上、個別に決定される。 

（４）相殺関税率の算出（法第７条第１項） 

法第７条第１項に規定する相殺関税を従価税により課する場合には、調査に係る貨物の補助

金額を、当該調査の対象となる期間中に輸入された当該貨物のＣＩＦ価格（本邦までの運賃及

び保険料を加えた取引価格）で割ることにより算出する。 

 

７．証拠の提出等の求め（政令第５条第１項第７号、第７条第２項、第９条第２項、第１０条第２

項、補助金・相殺措置協定１２．１．１） 

（１）財務大臣は、政令第７条第２項の規定による証拠の提出、政令第９条第２項の規定による意

見の表明又は政令第１０条第２項の規定による情報の提供（以下「証拠の提出等」という。）

の求めに際し、利害関係者又は産業上の使用者等に質問状を送付するときは、当該質問状の回

答期限を調査事案ごとに質問状に明示する。 

（２）証拠の提出等を求める場合には、書面による提出とともに、併せて電磁的記録媒体による任

意の提出を求める。 

（３）証拠の提出については、調査の開始に当たり、政令第５条第１項第７号に基づき告示される

証拠の提出の期限までに提出される必要があるが、それ以外に証拠の提出を認める場合には、

以下の場合が考えられる。 

一 質問状を送付する場合 

二 仮の決定に際し、その内容に関する証拠の提出を求める場合 

三 重要事実の開示に際し、その内容に関する証拠の提出を求める場合 

四 現地調査において証拠の提出を求める場合 

五 その他やむを得ない場合として証拠の提出を求める場合 

（４）７（１）の質問状の回答期限は、原則として、証拠の提出等の求めの通知日から３７日を経過

する日までを目途に設定することとし、その期限までに提出できない特段の理由があると認め

る場合には、その理由等に応じて当該期限を最長１４日間延長することとする。 

 

８．現地調査（補助金・相殺措置協定１２．６、附属書Ⅵ） 

（１）提供された情報を確認し又は更に詳細な情報を入手するため必要がある場合には、補助金・
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相殺措置協定１２．６の規定に従い、輸出国における供給者又は補助金の交付を行った輸出国

における政府に対し、以下のとおり現地調査を行う。 

一 調査前 

① 調査日程の調整 

イ 現地調査の対象者（以下「対象者」という。）に対し、現地調査の受入れの可否につ

いて確認する。 

ロ 現地調査の受入れに同意した対象者と日程を調整する。 

ハ 輸出国における政府の代表者に対し、現地調査実施の通知を行い、反対しないことを

確認する。 

② 対象者への事前通知 

日程決定後、対象者に対し、通知文書、現地調査に係る説明文書を送付する。輸出国に

おける供給者に対しては、詳細な調査項目をこれらの文書と併せて送付するものとし、準

備期間等に配慮し、現地調査の日までに相当な期間をおいて発出する。 

二 調査後 

① 調査結果報告書を作成する。 

② 重要事実の開示において、当該調査の結果に関係する企業に対し、調査結果報告書を送

付する。 

③ ８（１）二②の規定にかかわらず、重要事実の開示前であっても、当該調査の結果に関

係する企業の求めがある場合には、調査結果報告書を開示する。 

（２）７（３）四の規定により、現地調査において証拠の提出を求める場合の対応については、次

のとおりとする。 

一 証拠については書面での提出が必要であり、提示のみでは証拠の提出とみなさない。 

二 証拠については書面での提出とともに電磁的記録媒体による任意の提出を求める。 

三 現地調査当日に証拠が提出できないものは回答がなかったものとみなすこととし、現地調

査時に提出した証拠の差替えは、原則として認めない。 

四 現地調査前に明らかになった事実に関連しない新規の証拠の提出は、原則として認めない。 

五 現地調査の終了時までに、対象者に対し、現地調査中に提出した証拠の目録の提出を求め

る。現地調査中に提出を求めた証拠については、当該目録を用い、求めた証拠が正しく提出

されていることにつき確認を行う。 

六 調査の正確性を向上させる観点から、原則として、質疑応答は録音する。 

七 現地調査は、原則として日本語で行うこととし、適宜通訳を使用する。 

八 証拠が提出されない場合その他対象者の協力が十分に得られない場合には、現地調査を終

了することができる。 

九 ８（２）八により現地調査を終了した場合、９（２）の手続に従い、知ることができた事

実（以下「ファクツ・アヴェイラブル」という。）を適用する。 

（３）８（１）及び（２）の規定は、本邦の生産者及び輸入者に対して行う場合にも準用する。 

 

９．ファクツ・アヴェイラブル（政令第７条第４項、補助金・相殺措置協定１２．７） 
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（１）ファクツ・アヴェイラブルの適用とは、政令第７条第４項に規定する手続をいうものとし、

例えば、以下の場合に用いることができる。 

一 ７．による証拠の提出の求めに対し、当初設定された回答の期限内に回答が行われない場

合 

二 ７．による証拠の提出の求めに対し、部分的な回答のみが行われ、必要な証拠の提出がさ

れない場合 

三 提出された証拠の正確性が検証できない場合 

四 調査を妨害する等、正当な理由なく証拠の提出を著しく遅延させているものと認められる

場合 

（２）ファクツ・アヴェイラブルの適用に当たっては、次の手続に従う。なお、結果的に、調査に

非協力的な利害関係者に対して、不利な結論となることがあり得る。 

また、質問状を送付する際には、質問状の回答期限を徒過した場合にファクツ・アヴェイラ

ブルが適用される可能性があることにつき当該質問状に記載することとし、現地調査に係る説

明文書を送付する際には、現地調査において提出を求めた証拠が当該調査の終了までに提出さ

れなかった場合にファクツ・アヴェイラブルが適用される可能性があることにつき当該説明文

書に記載することとする。 

一 質問状の回答期限を徒過した場合は、原則として回答が行われなかったものとみなす。 

二 現地調査において、現地調査前に提出された証拠の正確性を検証するための証拠の提出を

求める場合、求めた証拠のうち現地調査が終了するまでに提出されないものは回答がなかっ

たものとみなす。 

三 仮の決定においては、仮の決定を通知する書面に、ファクツ・アヴェイラブルの適用に

至った理由並びに採用した証拠及び適用した手法を記載する。 

四 重要事実の開示においては、重要事実を通知する書面に、ファクツ・アヴェイラブルの適

用に至った理由並びに採用した証拠及び適用した手法を記載する。 

五 最終決定においては、当該決定を通知する書面に、ファクツ・アヴェイラブルの適用に

至った理由並びに採用した証拠及び適用した手法を記載する。 

六 利害関係者から直接的に得られた証拠がない場合であっても、ファクツ・アヴェイラブル

の適用により二次的な情報を証拠として利用する際には、当該二次的な情報を十分に精査す

ることとする。 

 

１０．仮の決定 

（１）仮の決定の通知等（政令第７条第２項、第９条第２項、第１０条の２） 

仮の決定の通知等を行う際の対応については、次のとおりとする。 

一 仮の決定の通知及び告示において、必要があると認める場合には、当該決定の内容に直接

関係するものに限り、回答期限を定めて、政令第７条第２項の規定による証拠の提出を求め

る。 

二 仮の決定の告示において、必要があると認める場合には、当該決定の内容に直接関係する

ものに限り、回答期限を定めて、政令第９条第２項の規定による意見の表明を求める。なお、
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産業上の使用者等に係る意見の表明についても、利害関係者に係る意見の表明と同様、最終

決定へどのように反映するかについては裁量であり、相殺関税を課することの独立した要件

ではないが、本邦の産業の保護の必要性を判断する際の考慮要素の一つとする。 

三 仮の決定時には、原則として、それまでに判明した当該決定の基礎となる事実につき中間

報告書を作成し、ウェブサイトに公開するものとする。 

（２）仮の決定後の対応（法第７条第９項、第１０項） 

仮の決定後の対応については、次のとおりとする。 

一 仮の決定において、補助金の交付を受けた貨物の輸入の事実及び当該輸入の本邦の産業に

与える実質的な損害等の事実を推定することができ、当該本邦の産業を保護するため必要が

あると認められるときは、法第７条第１０項の規定による措置（以下「暫定措置」とい

う。）をとること又は同条第９項前段に規定する約束を受諾することができる。 

二 仮の決定において、補助金の交付を受けた貨物の輸入の事実が推定に至らないが、当該輸

入の本邦の産業に与える実質的な損害等の事実が推定される場合には、調査の継続を検討す

る。 

三 仮の決定において、補助金の交付を受けた貨物の輸入の本邦の産業に与える実質的な損害

等の事実が推定に至らない場合には、調査の終了を検討する。 

 

１１．約束（法第７条第９項前段、第１５項前段、第２１項、第２５項、第２８項） 

（１）約束の受諾の要件 

約束（法第７条第９項前段（同条第１５項前段、第２１項及び第２５項において準用し、並

びに同条第２１項の規定を同条第２８項において準用する場合を含む。）に規定する約束をい

う。１１（１）及び（３）から（５）までにおいて同じ。）は、以下に定める事項のいずれも

が規定されている申出がなされた場合に限り受諾される。 

一 当該約束の有効期間は、当該約束の受諾の日から５年以内の当該約束で定める日を経過す

る日に満了する。ただし、政令第１１条第３項の規定により当該約束が消滅した日又は当該

約束が撤回された日、当該約束の違反があった日、法第７条第２８項の規定において準用す

る同条第１９項の調査により同条第１７項各号に掲げる事情の変更があると認められた場合

（同条第２８項の規定において準用する同条第２１項の規定により新たに約束が受諾される

場合を除く。）におけるこれらの調査が完了する日、その他の当該約束が効力を失った日の

いずれか早い日が、当該約束の受諾の日から５年以内の当該約束で定める日を経過する日よ

り前である場合、本約束は、当該いずれか早い日に効力を失う旨の規定。 

二 当該約束の履行に関連する情報の提供、関連資料の確認その他必要と認められる事項に関

する規定。なお、本規定には、少なくとも以下に掲げる事項が含まれるものとする。 

① 補助金の交付に関する情報が定期的に提出されること。 

② 調査に係る貨物の生産に関する情報が定期的に提出されること。 

③ 約束の履行を確認するために必要であると考えられるその他の情報が必要に応じて提出

されること。 

④ 補助金の交付を受けた貨物の第三者による本邦への輸出及び第三国を通じた本邦への迂
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回輸出を最大限に防止すること。 

⑤ 提供された情報等の真実性を検討するため、現地検証の実施を無条件にかつ随時受け入

れること。 

⑥ 約束を撤回しようとする場合には、事前に申し出ること。 

⑦ 補助金の本邦の産業に及ぼす有害な影響が除去されると認められる価格に貨物の価格を

修正する旨の約束の申出がなされた場合にあっては、以下に例示する事項。 

イ 本邦の産業の損害が除去される価格が提示されること。 

ロ 調査に係る貨物の価格が変動する場合には、本邦の産業の損害が除去される形で約束

価格も連動させること及び当該価格の検証可能な算出方法が併せて提示されること。 

ハ 顧客に対する便益（割引等）が与えられた場合においても、約束価格が維持されるこ

と。 

ニ 調査に係る貨物の日本向け輸出についての輸出取引に関する情報が定期的に提出され

ること。 

⑧ 供給国の当局から補助金の本邦の産業に及ぼす影響を除去するための適当と認められる

措置をとる旨の約束の申出がなされた場合にあっては、当該措置の具体的内容。 

三 当該約束の申出をした供給国の当局又は輸出者が当該約束の履行に関連する情報の提供又

は関連資料の確認その他約束の履行に際して必要と認められる事項を拒否した場合には、当

該約束の違反があったものとみなされる旨の規定。 

四 日本国政府が約束の違反がなされたか否かの判断を独自に行うことを認める旨の規定。 

（２）約束に際しては、次の手続に従う。 

一 約束（法第７条第９項前段（同条第１５項前段、第２１項及び第２５項において準用する

場合を含む。）に規定する約束をいう。）の申出は、重要事実の開示の日の１０日後までに行

うものとする。 

二 約束に際しては、政令第４条第１項に規定する申請者に対し、意見を表明する機会を与え

るものとする。 

（３）１１（１）に定める事項のいずれもが規定されている約束の申出がなされた場合であっても、

次のいずれかに該当する場合には、当該申出を拒否することができる。 

一 約束履行が疑わしいと判断される客観的事情が存在する場合 

二 約束の遵守状況の監視が困難になると判断される客観的事情が存在する場合 

三 その他約束の受諾が不適切と考えられる場合 

（４）約束を受諾した場合においても、原則として調査を継続することとする。 

（５）約束に違反した事実があったと判断した場合の対応については、次のとおりとする。 

一 調査が完了していない場合には、その時点における最大限の入手可能な情報により直ちに

暫定措置をとるとともに、速やかに調査を完了させ、法第７条第１項の規定により相殺関税

を課することができる。 

二 調査が完了している場合には、直ちに法第７条第１項の規定により相殺関税を課すること

ができる。 

 



15 
 

１２．重要事実の開示（政令第１２条） 

重要事実の開示において、必要があると認める場合には、当該重要事実の内容に直接関係する

ものに限り、回答期限を定めて、政令第７条第２項の規定による証拠の提出を求める。 

 


